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（１）ストックの状況：資産と負債（令和元年度末）

資産合計 681.3兆円
（前年度＋6.6兆円）

負債合計 1,273.1兆円
（前年度＋15.0兆円）

 特例国債の増加などにより、負債合計額は前年度に比べ15.0兆
円増加して1,273.1兆円となりました。一方、資産合計額は681.3兆
円で、その差である資産・負債差額は▲591.8兆円となりました。

 なお、国の資産は、その性質上、直ちに売却・現金化したり、財政
健全化に活用（例えば特例国債の償還財源に充当）することがで
きないものが大部分を占めています。
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資産・負債差額

貸付金

運用寄託金

有形固定資産

出資金

その他

現金・預金

有価証券

107.2兆円（15.7％）
[うち財政融資資金貸付金]

113.2兆円（16.6％）

76.3兆円（11.2％）

46.1兆円（6.8％）

126.5兆円（18.6％）
[うち外貨証券］

188.7兆円（27.7％）

23.3兆円（3.4％）

▲591.8兆円

政府短期証券
77.5兆円（6.1％）

[うち外国為替資金証券]

公債
998.8兆円（78.5％）

建設国債 280.5兆円
特例国債 587.3兆円
財投債 91.2兆円
その他 40.4兆円
内部保有 ▲0.6兆円

借入金 32.4兆円（2.5％）

預託金 5.9兆円（0.5％）

公的年金預り金
121.2兆円（9.5％）

その他 37.3兆円（2.9％）
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国の財務書類について

（注）本資料における計数については、各単位未満を四捨五入しているため、合計等において一致しない場合があります。また、単位未満の計数が
皆無の場合は「-」で表示しています。



政府短期証券（77.5兆円：対前年度比＋1.4兆円）
為替介入の財源として発行した外国為替資金証券などです。
仮に、国が外貨証券を売却した場合、その収入は、外国為替資金証券
の償還に充てられます。

公的年金預り金（121.2兆円：対前年度比＋0.4兆円）
国民からの年金給付財源の預り分です。

公債（998.8兆円：対前年度比＋12.7兆円）
国が資金調達のために行った債券の発行により負っている債務です。
建設国債(280.5兆円）、特例国債（587.3兆円）、財投債 （91.2兆円）など
があります。

負債の説明

有価証券（126.5兆円：対前年度比＋6.9兆円）
為替相場の安定を目的とした為替介入（円売り・外貨買い）の際に
取得した外貨証券などです。
この外貨証券は、主に外国為替資金証券の発行により調達した資
金を財源にしたものです。

運用寄託金（113.2兆円、対前年度比＋0.5兆円）
将来の年金給付のための積立金です。

貸付金（107.2兆円：対前年度比▲1.7兆円）
地方公共団体などへの貸付金です。
貸付金の大部分は、国債（財投債）の発行により調達した資金など
を財源としています。

有形固定資産（188.7兆円：対前年度比＋4.3兆円）
道路、河川、国の庁舎などです。
売却処分して現金化することが想定できないものが相当程度含ま
れています。

出資金（76.3兆円：対前年度比＋0.9兆円）
独立行政法人への出資金や政府が保有義務を負っている日本電信
電話株式会社株式などです。

資産の説明
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（２）フローの状況：費用と財源（令和元年度）

費用合計 149.8兆円
（前年度＋4.8兆円）社
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財源合計 129.5兆円
（前年度▲0.2兆円）

 国の業務に要する費用のうち、社会保障関係経費が過半を占めて
おり（88.0兆円）、その額は毎年増加を続けています。

 令和元年度においては、業務費用の増加と財源の減少により、財
源合計から費用合計を差し引いた超過費用は前年度に比べ5.0兆
円増加して▲20.3兆円となっています。このことは、依然として一年
間の費用を財源でまかなえていない状況であることをあらわしてい
ます。

ポイント
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社会保険料（55.1兆円：対前年度比＋0.7兆円）
年金保険料、健康保険料、労働保険料などの保険料収入です。

租税等収入（62.2兆円：対前年度比▲2.0兆円）
所得税(19.2兆円) 、法人税（10.8兆円）、消費税（18.4兆円）など
の税収入です。

財源の説明

社会保障給付費 (50.2兆円：対前年度比＋0.4兆円)

全ての国民が加入する基礎年金やサラリーマンが加入してい
る厚生年金、失業者への給付金などの費用です。

補助金等（53.9兆円：対前年度比＋2.6兆円）
地方公共団体、独立行政法人等への補助金・交付金などです。
このうち、半分以上を社会保障関係経費(健康保険事業などの
財源として全国健康保険協会（協会けんぽ）に交付している保
険料等交付金など)に係る部分が占めています。

地方交付税交付金等（19.8兆円：対前年度比＋0.5兆円）
国税（所得税、法人税、消費税など）の一定割合などを財源と
して、地方公共団体へ交付しています。

支払利息（6.9兆円：対前年度比▲0.5兆円）
公債や借入金などの資金調達に関して発生した利息です。今
後、金利が上昇すれば支払利息の大幅な増加が懸念されま
す。

費用の説明
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○ 「国の財務書類」及びそのポイント等は財務省ホームページに掲
載しております。
詳しくはこちらをご覧ください。

https://www.mof.go.jp/budget/report/public_finance_fact_sheet/index.htm

国の財務書類は、国全体（一般会計及び特別会計）の資産や負債などのストッ
クの状況、費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧でわかりや
すく開示する観点から、企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参
考として、平成15年度決算分より作成・公表しているものです。
本冊子では、国民の皆様に、国の財務状況についての理解を深めていただく

ため、「国の財務書類」（一般会計・特別会計）におけるフローとストックの状況に
ついて、概要を簡潔に分かりやすく説明しています。
なお、さらに詳細な情報をご覧になりたい場合は、令和元年度「国の財務書類」

のポイントをご覧ください。


